






　中国にとって 2018 年は、対米貿易摩擦の問題に振り回された 1 年であったと言えよう。現在、
米中貿易戦は中国経済のみならず，日本・世界経済の先行きを左右する大きなリスク要因となって
いる。
　2018 年 12 月 1 日，米中首脳会談が行われ、米国が 2019 年 1 月からの 2000 億ドルの制裁関税を
25％に引き上げるのを 90 日間延長して，2 月末までの協議中は棚上げにすることを決めた。












　今回の対立に至るまでの伏線になる事件が 2 つあった。1 つは、トランプ大統領が 2018 年 4 月に，
中国通信会社 ZTE に対して，部品供給を停止する措置を実行しようとして，ZTE は破綻の手前ま
で行った。ZTE は、イランと北朝鮮に米国製の機器・部品を組み込んで 2010 ～ 2016 年にかけて
輸出していた。習近平主席がトランプ大統領にかけ合って，罰金と経営陣の交代を決めることで切
り抜けている。このときも、ファーウェイは次のターゲットとして名前が挙がっていた。








策とそれに対する中国の対応を，同年 6 月初旬までとそれ以降の 2 段階に分けて、具体的な経緯を
振り返ってみたい。
（1）2018 年初めから 6 月初旬まで
　①家庭用大型洗濯機および太陽電池の輸入に対する緊急輸入制限（セーフガード）措置（2 月 7
日施行）。②鉄鋼・アルミニウム製品への高関税賦課（3 月 23 日施行）。③知的財産権侵害等を理
由とする対中貿易・投資制裁の実施検討を発表（3 月 22 日）
　相次ぐ米国の措置を受け、中国政府もさまざまな措置を発動、公表した。例えば，③に対する報
復として、大豆や自動車、航空機を中心に米国の措置と同額となる対米輸入 500 億ドル相当への制
裁関税賦課の方針を発表した（4 月 4 日）。
　それと同時に、中国政府は対外開放を加速させる考えを強調するなど、一定の歩み寄りの姿勢も
みせた。習近平中国国家主席が 4 月 8 ～ 11 日にかけて中国で開催されたボアオ・アジアフォーラ
ムでは、対外開放や輸入拡大などをいっそう進める方針を述べたほか、易綱・人民銀行総裁も金融
分野での具体的な対外開放策と工程表を示した。
　4 月 16 日になると、米国は中国の通信機器メーカーの ZTE による不正に対する措置として、同
社への米国製品の販売禁止を決定するなど、中国に対する厳しい対応を続けた。
（2）2018 年 6 月初旬以降
　米中通商協議は、5 月から 6 月初旬にかけて 3 回にわたり開催され、米国からはムニューシン財
務長官等、中国からは劉鶴・国務院副総理が代表を務めた。しかし、協議を通じて米国が中国に要
求をしたのは、今後 2 年間での米国の対中赤字 2000 億ドルの削減や，「中国製造 2025」の対象産
業に対する補助金支給等の政府支援の停止など、中国にとっては受け入れ難い事項であった。
　第 2 回の協議では、米中の共同声明が公表されたものの、第 3 回では中国が単独で声明を公表す
るにとどまるなど、最終的に目立った成果は上がらなかった。
　その後、6 月 15 日には、トランプ大統領が約 500 億ドルの輸入品に対する追加関税措置の発動
を決定し、中国も報復措置の実施を決めるなど、事態は悪化をした。さらに、7 月から 8 月にかけ
ても、米国による対中輸入約 2000 億ドルへの追加関税措置をめぐり，米中間の応酬はエスカレー
トしていった。
　8 月 22 ～ 23 日には、商務部の次官が訪米して第 4 回の協議が開催されたが、そこでも目立った
成果は上がらず、9 月 17 日には米国が上記措置の発動を、また翌 18 日には中国も対米輸入 600 億
ドルを対象とする報復措置の発動を決めるなど、米中貿易摩擦は収束する気配をみせていない。
　2018 年 9 月末に『第 3 弾目』として，米トランプ政権が発動した年間輸入額 2000 億ドル相当分
に対する制裁関税について、当初の関税率 10％の 2019 年 1 月から 25％への引き上げに伴うさらな
る激化が懸念された。しかし、アルゼンチンで開催された G20 サミットに併せて，2018 年 12 月 1 日，
米中首脳会談が行われた。米国が 2019 年 1 月からの 2,000 億ドルの制裁関税を 25％に引き上げる




ある 90 日以内に合意に至らなければ、米国は関税率を 25％に引き上げるとした。
　また 90 日とされる協議期限について，当初は起算日時を 1 月 1 日としていたが、その後に米ホ























であり，「中国は、建国 100 年目にあたる 2049 年までに、世界覇権を握ろうとしている」という内
容である。2 冊目は、トランプ大統領の補佐官で国家通商会議議長ピーター・ナヴァロの『米中も
し戦わば～戦争の地政学』である。この本は、米中戦争が起こる確率は非常に高い，という話から
始まる。この 2 冊は共に、米国での出版は 2015 年である。つまり、トランプが大統領になる 2 年
前に出されている。










　2018 年 3 月トランプ大統領は、知的財産権の侵害などを理由に，中国への制裁関税の賦課を指















金融危機後の 2010 年に，中国の製造業の付加価値対世界のシェアは 18.8% に達し、米国の 18.7％
を上回り世界 1 位となり，さらに 2013 年の 24.52％まで急上昇した（図 1）。
図 1　中国と日米独における製造業の付加価値の推移
 （出所）李立栄（2015）。世界銀行、World Development Indicators より作成。
　



























　具体的には、米国ではオバマ大統領主導の下、2011 年 6 月に「米国の先進製造業のリーダーシッ
プを確実にするために」（Ensuring American Leadership in Advanced Manufacturing）という報告書が
出され、産学官連携のパートナーシップ構築を提唱した。続いて 2012 年 7 月には、「先進製造業に
66 経営と経済　49巻 1・2号
おける国内競争的優位性の獲得」という報告書を発表した。さらに 2014 年 10 月には「米国の先進
製造業の加速」という 12 の提言を表明し、製造業のイノベーション力強化を図った。
　他方、ドイツでは 2011 年 11 月に，政府の「ハイテク戦略 2020 行動計画」として、「インダスト




　こうした中で 2013 年 1 月，中国の国務院や工業情報化部は，中国工程院に委任して重大諮問プ
ロジェクトである「製造強国戦略研究」を開始した。150 名の専門家や研究者によって約 2 年の歳
月をかけて，中国製造業の位置づけと戦略ビジョンが研究された。
　同研究によると，2012 年時点で，主要国製造業の総合指数は，米国が 160 点でトップ，日本が
120 点で第 2 位，ドイツが 115 点で 3 位，中国が 80 点で 4 位となっている。工業先進国と比べ，
中国製造業はまだ工業化の中後期にあり，2025 ～ 2030 年に工業化を達成すると見込まれる。
　2014 年に中国の第 3 次産業（サービス業）が名目 GDP に占める割合は 48.1% と、3 年連続で第 
2 次産業（製造業）を上回った。そして 2017 年に，第 3 次産業の GDP に占める割合は 51.6％に達し，
第 2 次産業の 40.5％を大きく上回るようになっている（表 1，図 3）。中国は、「製造大国」からサー
ビス産業を主体とする「消費大国」に転換しつつある。にもかかわらず、今般、製造業を強化する
理由としては、輸出を伸ばすことを通じて外貨を獲得する狙いがあると見られる。
表 1　中国の名目 GDP に占める各産業の構成比率
1990 年 2000 年 2010 年 2017 年
第一次産業 26.6 14.7 9.5 7.9
第二次産業 41.0 45.5 46.4 40.5
第三次産業 32.4 39.8 44.1 51.6
 資料：中国国家統計局、CEIC database から作成。
　　　　　　　　　　　　　
図 3　中国の産業別名目 GDP 構成の推移（％）





2015 年 5 月 19 日、国務院は国内製造業の競争力強化を図るべく中長期的な国家戦略・産業政策で






















 （資料）中国工業情報化部 WEB サイトにある「中国製造 2025」解説より作成。
　　　　　
　「中国製造 2025」では，現状に立脚し，製造強国の実現に向けて「3 ステップ」（中国語は「三歩
走」）で，製造強国になるという戦略目標が明記された。すなわち，ステップ 1 では，2025 年まで
に製造強国の仲間入りを果たし，ステップ 2 では，2035 年までに製造強国の中位レベルに到達する。
ステップ 3 では，建国 100 周年の 2049 年までに製造強国の先頭グループに入るとの目標を掲げて
いる（表 3）。




 （資料）中国工業情報化部 WEB サイトにある「中国製造 2025」解説より作成。
　









　2015 年 6 月，国務院は「国家製造強国建設の指導グループ」を設立し，国務院に直属する 23 の
部・委員会の責任者がメンバーとなり，製造強国建設の全局を総合管理した。さらに 2015 年 8 月，
シンクタンクとして「国家製造強国建設戦略諮問委員会」が設立され，製造業発展の展望や戦略に
関わる重大問題・政策の調査研究を行い，意見を提出している。
　「中国製造 2025」が公布されて以降，中国の工業情報化部を中心に 11 のサブ計画が制定され，サー
ビス型製造，装備製造業の品質・ブランド向上，医療産業発展，IT 産業，新材料，製造業人材開
発の 6 分野に関する行動計画あるいはガイドラインが定められた。
　また，10 大重点産業分野における技術ロードマップが公表された。10 分野は 23 の代表的な製品・
技術にまで細分化され，市場予測，目標，育成重点，モデル応用，サポート政策の 5 つの視点から，








19 カ所の設立も認可され，基礎技術強化に関わる 47 方向の 61 プロジェクトを実施している。
　5 大プロジェクトのコアになるスマート製造については，標準化実証実験やモデル応用に関わ
る 226 のプロジェクトを実施し，「国家スマート製造標準システム建設指南」を制定した。さらに，






東部 　　　　58％ 114 社
中部 　　　　21％ 48 社
西部 　　　　15％ 36 社
東北 　　　　 6％ 　　　　　9 社
全国合計 100％ 　　　　207 社　




































習近平主席は 2018 年 4 月に，自動車分野の外資規制緩和方針を表明した。今回の権限委譲はその


























 出所：『日本経済新聞』朝刊，2019 年 1 月 11 日より作成。
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